
平成 29 年 7 月 

 

中小企業等経営強化法に基づく税制措置（固定資産税の特例）に係る証明書申請時のお願い 

 

（一社）日本画像医療システム工業会 

税制証明書発行担当 

 

１． （一社）日本画像医療システム工業会（JIRA）の発行する証明書は税制措置が受けられることを

保証するものではありません。 

➢ 証明書は、「販売時期」と「生産性向上１％」の要件を満たしていることを証明する書類で

あり、税制の適用を受けられることを証明している書類ではありません 

➢ 証明書が発行されたから、税制措置が必ず受けられるものではありません。 

 

２． 中小企業等経営強化法に基づく税制措置（固定資産税の特例）が対象です。 

➢ 設備を取得する事業者（医療機関等※１）が、当該設備を耐用年数省令の細目として固定資

産計上する場合等において、JIRA が当該設備の要件を確認し、証明書を発行する団体とな

ります。 

※１ ここでいう医療機関等とは資本金または出資の総額が 1 億円以下、資本又は出資を有し

ない場合は従業員数 1,000 人以下の医療法人（大規模法人から 2 分の 1 以上の出資を受け

る法人は除く）、一般病院、診療所で所在地が東京以外である日本標準産業分類の大分類：

医療・福祉＞中分類：医療業ならびに国税局第 29 款 医療保健業を指します 

日本標準産業分類（大分類 P 医療，福祉＞中分類 83 医療業） 

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html#p 

国税局第 29 款 医療保健業 

https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kihon/hojin/15/15_01_29.htm 

 

３． JIRA が証明書を発行する本税制の対象となる生産設備とは器具・備品の中の医療機器（JIRA 品目

に限る）です。 

➢ 「経営力向上設備等に係る固定資産税の特例に関する JIRA 証明書発行対象品目一覧」ご確

認願います。 

中小企業等経営強化法に基づく税制措置（固定資産税の特例）に関する JIRA 証明書発行対象品目一覧 

➢ 「経営力向上設備等に係る固定資産税の特例に関する対象地域・対象業種」の確認をお願い

します。 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170404kyokakotei.pdf 

 

４． 申請者は JIRA 会員全企業、または会員外企業の中の製造販売業者です。 

➢ 当該設備の販売時期、新モデル・旧モデルの判断やその性能の正確な把握が求められるため

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html#p
https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kihon/hojin/15/15_01_29.htm
http://202.218.157.30/jira/info/files/koteishisan/taishouhinmoku_list.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170404kyokakotei.pdf


申請者は JIRA 会員全企業、または会員外企業の中の製造販売業者に限ります。代理店や子

会社等が商流に絡んでいても JIRA 会員企業でなければ申請はお受けできません。 

➢ 代表者氏名については、特段制限はありません。代表取締役のほか、工場長や経理部長など

部門長でも可とします。 

 

５． 申請者は申請連絡者の登録をお願いします。 

➢ 申請にかかわる業務を円滑に行うため、申請される会員企業と当工業会との連絡窓口を一

本化したいと思います。各企業内に申請業務の窓口となるご担当者を 1 名決めていただき

ますようお願いします。初回にまず「中小企業税制申請連絡者登録届」を提出願います。そ

して申請に際し、「中小企業等経営強化法 証明書発行申請書」の「申請連絡登録者」欄に

は登録を行った申請連絡者と同じ担当者名の記載をお願いします。 

➢ 担当者が変更になったときは変更届を提出願います 

➢ JIRA から発行する証明書と請求書を申請連絡者へ送付します 

 

６． エビデンス資料について① 

➢ 販売開始年度は２種類のエビデンス資料が必要です 

✓ 当該設備の販売開始年度がわかるもの 

✓ 一代前モデルの販売開始年度がわかるもの 

➢ 設備性能も 2 種類のエビデンス資料が必要です 

✓ 当該設備の性能が分かるもの（生産性向上要件の計算の際に用いた数値が分かるもの） 

✓ 一代前モデルの性能が分かるもの（生産性向上要件の計算の際に用いた数値が分かるも

の） 

➢ エビデンス資料は、原則製造販売業者等※２の公表資料（カタログ等）をご用意ください。

また、該当する部分をマーカーで色づけする等、確認作業の際にわかりやすくしてください。 

➢ ２回目以降のエビデンス資料は、先に発行されたエビデンスの該当部分のみをコピーした

資料（A4 1 枚程度）をご提出ください。 

※２ ここでいう製造販売業者等とは JIRA 会員全企業と会員外企業の中の製造販売業を指し

ます。（当該設備の販売時期、新モデル・旧モデルの判断やその性能の正確な把握が求め

られるため） 

 

７． エビデンス資料について② 

➢ エビデンス資料は公表されている資料（カタログ、仕様書、添付文書、ホームページ等）で

証明いただくことを原則とします 

➢ 公表されている資料が全くない場合は社内文書（販売開始通知等）、プレスリリース記事等

でも考慮します 

 

８． 申請書類は郵送もしくは宅配便のみ受け付けます 

➢ 書類は郵送もしくは宅配便のみ受け付け、持参は受け付けませんが郵送の形で封筒に入っ



ているもの（切手が貼っていないだけ）は受け付けます 

➢ 申請は登録している申請連絡者より JIRA 税制証明書発行担当へ送付願います 

➢ 書類不備の時は着払いで返送させていただきます 

 

９． 証明書発行に関するお問合せは申請連絡者経由でメールのみ受け付けます。 

➢ 証明書発行に関するお問合せは申請連絡者経由でメールのみ受け付けます。税制度の概要

全般に関してご質問がある場合は、中小企業庁または厚生労働省にお問い合わせください。 

➢ 証明書発行について（メールのみ受け付けます） 

➢ 製造販売業者等で登録済の申請連絡者経由でメールにて問い合わせ願います 

（一社）日本画像医療システム工業会 税制証明書発行担当 shoumei1＠jira-net.or.jp 

【ご参考】制度一般／その他の質問について 

税制関係 ：中小企業庁 財務課 （ＴＥＬ）０３－３５０１－５８０３ 

法令関係 ：中小企業庁 企画課 （ＴＥＬ）０３－３５０１－１９５７ 

      (平日 9:30-12:00,13:00-17:00) 

医療分野の経営力向上計画の認定申請窓口： 

厚生労働省 医政局医療経営支援課 ０３－３５９５－２２６１ 


